
株式会社東京国際貿易センター

第１ 監査対象の概要

１ 事 業 の 内 容

（１）事 業 の 概 要

株式会社東京国際貿易センター（以下「会社」という ）は、昭和３３年４月に国際・国内。

見本市の開催等に対して施設を提供することにより、産業、貿易の振興に寄与することを目的

として設立された。平成８年３月をもって、晴海見本市会場を閉場したことに伴い、新たな事

業展開として 賃貸を目的とした有明パークビルを建設し 平成１１ ５しゅん工 現在は、 （ ． ）、 、

主として、有明パークビル等の不動産管理賃貸事業と東京国際展示場の施設管理事業を行って

いる。

（２）都 と の 関 係

都は、会社の設立に際し、資本金１２億円のうち、５０％に当たる６億円相当額の土地を現

物出資している。

２ 組 織

会社は、本社を江東区有明三丁目１番に置き、役員１３名（代表取締役社長１名、代表取締役

常務１名、取締役７名、監査役４名（うち非常勤役員８名 ）及び社員２９名で、１室４部をも）

って構成されている。

第２ 監査の範囲及び実施監査期間

１ 監 査 の 範 囲

平成１０年度及び平成１１年度の事業について実施した。

２ 実施監査期間

（１）労働経済局 平成１２年１１月１６日及び２８日

（２）会 社 平成１２年１１月１７日から同月２７日まで

第３ 監 査 の 結 果

１ 経営状況について

（１）事 業 の 実 績

ア 不動産管理賃貸事業

会社は 新たな事業の展開と経営の強化をめざし 江東区有明三丁目１番に ホテル 商業、 、 、 、 、

オフィス機能等を有する有明パークビルを建設し、平成１１年６月に開業している。また、晴

海見本市会場跡地については、平成１５年度までの暫定貸付を行っている。

なお、不動産管理賃貸事業の主な事業実績は、表１のとおりである。



（表１）不動産管理賃貸業事業実績（平成１２年３月３１日現在）

区 分 貸付対象面積( ) 契約面積( ) ×100 備 考a b 貸付率( )b/a

晴海見本市会場跡地 33,057.84 ㎡ 33,057.84 ㎡ 100 ％ 土地・建物一括貸付け

有ク ホテル棟 30,615.00 30,615.00 100 客室８３０室等 22F

明ビ オフィス棟 7,216.02 444.07 6.1 貸事務室（3 ～8 ）F F

パル 貸店舗 4,108.35 4,108.35 100 １４店舗

合 計 41,939.37 35,167.42 83.8ー

イ 施設管理事業

会社は、東京国際展示場の維持管理業務を社団法人東京国際見本市協会から受託しており、

事業に伴う収支の実績は、表２のとおりである。

（表２）東京国際展示場の施設管理事業収支実績

区 分 平成１０年度 平成１１年度

東京国際展示場の施設管理事業 収入 2,647,000 千円 2,304,760 千円

支出 2,142,204 2,070,867

（２）経営成績

平成１０年度及び平成１１年度の経営成績は、別表１比較損益計算書のとおり、平成１０年

度は３億８，３２１万余円、平成１１年度は２，８７１万余円の当期損失を計上している。

平成１１年度における営業損益について見ると、営業収益は、５０億１，０８８万余円で前

年度（３１億３，９１５万余円）に比較して、１８億７，１７２万余円（５９．６％）増加し

ている これは主に 平成１１年６月の有明パークビルの開業により賃貸事業収入が２０億７。 、 ，

５８８万余円増加したことによるものである。

また、営業費用は、５６億４，８２３万余円で前年度（３６億４，２４４万余円）に比較し

て、２０億５７９万余円（５５．１％）増加している。これは主に、有明パークビルの賃貸事

業を開始したことなどにより賃貸事業費が１８億７ ５４３万余円 その他の事業費が１億１， 、 ，

６６４万余円それぞれ増加したことによるものである。

この結果、平成１１年度における営業損益は、６億３，７３５万余円の営業損失を計上して

おり、前年度（５億３２８万余円損失）に比較して、１億３，４０７万余円（２６．６％）損

失が増加している。

次に、営業外損益について見ると、営業外収益は、２９億６，３５２万余円で前年度（７億

６，５８８万余円）に比較して、２１億９，７６３万余円（２８６．９％）増加している。こ

れは主に、受取利息が７億６，６５８万余円、有価証券売却益が１４億１，０２４万余円それ

ぞれ増加したことによるものである。

また、営業外費用は、１７億２８６万余円で前年度（１億６，５８０万余円）に比較して、



１５億３，７０６万余円（９２７．０％）増加している。これは主に、支払利息が２億８，９

２６万余円、有価証券売却損が５億８，８４３万余円、有価証券評価損が４億１，４０７万余

円増加したことによるものである。

以上の結果、経常損益は、６億２，３２９万余円の経常利益を計上し、前年度（９，６７９

万余円）に比較して、５億２，６４９万余円（５４３．９％）増加している。

特別損益について見ると、平成１０年度は、投資有価証券売却益１億３，６７２万余円と債

権償却損６億１，５３８万円を計上した結果、４億７，８６５万余円の損失となっている。

また、平成１１年度は、投資有価証券売却損５億２０６万余円、債権償却損２億２，２４５

万余円等合わせて、７億３，６６５万余円の損失を計上している。

これにより、税引前当期損失は１億１，３３５万余円を計上し、前年度（３億８，１８５万

余円損失）に比較して、２億６，８５０万余円（７０．３％）損失が減少している。

さらに、平成１１年度から税効果会計を適用したことなどから、法人税等を控除した当期損

失は、２，８７１万余円と前年度（３億８，３２１万余円損失）に比較して、３億５，４４９

万余円（９２．５％）損失が減少しており、当期未処分利益は６億１，９１５万余円で、前年

度 当期未処分損失３億７ ６８０万余円 と比較して ９億９ ５９５万余円増加している（ ， ） 、 ， 。

なお、会社は、平成１０年度、平成１１年度ともに、１株当たり４０円の配当を行っている

（平成１０年度は、配当準備金積立金の取崩しにより配当を行っている 。。）

（３）財政状態

平成１１年度末の財政状態は、別表２比較貸借対照表のとおり、資産合計５１７億２，１４

２万余円 負債合計２９３億１ ９９６万余円 資本合計２２４億１４５万余円となっている、 ， 、 。

資産は前年度 ４１０億８ ０１１万余円 に比較して １０６億４ １３０万余円 ２５（ ， ） 、 ， （ ．

９％）増加している。

このうち、流動資産は、９７億７，６９２万余円で前年度（８１億３，９７２万余円）に比

較して、１６億３，７１９万余円（２０．１％）増加となっている。これは主に、現金預金が

１４億６，２１４万余円減少したものの、有価証券が１８億２，７９１万余円、未収消費税が

１１億９４３万余円それぞれ増加したことによるものである。

また、固定資産は、４１９億４，４５０万余円で前年度（３２９億４，０３９万余円）に比

較して、９０億４１１万余円（２７．３％）増加している。これは主に、投資等が３６億１６

万余円減少したものの、有形固定資産が、１２５億９，８８１万余円増加したことによるもの

である。

有形固定資産の増加は、有明パークビルの完成により、建設仮勘定が１０９億１，９０９万

余円減少したものの、建物が２２９億１５０万余円増加したことなどによるものである。

また、投資等の減少は、主に、サブリース契約に伴う長期差入保証金が１１億９，０００万

円増加したものの、投資有価証券が４５億８，４０９万余円減少したことによるものである。



負債は 前年度 ７４億５ ６９６億余円 に比較して２１８億６ ３００万余円 ２９３、 （ ， ） ， （ ．

２％）増加している。

これは、流動負債が１億７，９５５万余円、固定負債２１６億８，３４４万余円それぞれ増

加したことによるものである。

流動負債の増加は 主に 短期借入金が１億２ ０００万円増加したことによるものであり、 、 ， 、

固定負債の増加は、主に、長期借入金が９８億８，０００万円、繰延税金負債が１１０億３,

４５６万余円及び預り保証金が８億７０５万余円増加したことによるものである。

資本は、前年度（３３６億２，３１５万余円）に比較して、１１２億２，１７０万余円（３

３．４％）減少している。これは主に、固定資産圧縮特別勘定積立金が１２５億７，７４９万

余円減少したことによるものである。

なお、流動比率等の財務比率は表３のとおりとなっている。

（表３） 財 務 比 率

平 成 平 成 平 成 平 成 平 成

項 目 算 式

７ 年 度 ８ 年 度 ９ 年 度 １０年度 １１年度

流動資産

流 動 比 率 238.3 1,222.2 1,033.6 945.6 939.8 流動負債

固定資産

固 定 比 率 87.4 61.4 82.2 98.0 187.2 資 本

自己資本

自己資本構成比率 85.1 95.4 96.4 81.8 43.3 総 資 本

以上、会社の経営状況について述べてきたが、平成１１年度は前年度に引き続き当期損失を計

上し、営業損益についても前年度に引き続き損失の計上となっており、入居率の向上など増収を

図るとともに、経費の節減に努める必要がある状況となっている。

また、別項意見・要望事項のとおり、会社の経営について検討すべき事項が認められた。

２ 経営状況に関する意見・要望事項

（１）資金運用について

会社の資金運用について見ると、平成９年度以降、土地の売却代金の一部をもって、平成９

年度１８０億余円、平成１０年度１６７億余円、平成１１年度１２６億余円を、外国の企業が

発行する債券や投資信託など、主に、有価証券への投資により運用している。

しかしながら その運用状況は 平成９年度に６ ０００万余円 平成１０年度に１億余円、 、 ， 、 、

平成１１年度に９億余円の利益を生じているものの、投資した外国債券の発行主体の倒産など

で、平成９年度６億余円、平成１０年度６億余円、平成１１年度１億余円の債権償却損を計上

するなど、有価証券への投資の収益性は不安定な要素も含まれており、会社の経営に支障を及

ぼすおそれがある。

会社は、経営に支障を及ぼさないよう、安全で確実な資金運用を行われたい。



(別表１)　比　較　損　益　計　算　書

　　　　　（単位：円）

平成１１年度 平成１０年度 増　（△）　減

　　　科　　　　目 金  　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 増減率

（Ａ） （％） （Ｂ） （％） Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｃ／Ｂ×100

１　営業収益 5,010,880,864 69.2 3,139,156,309 91.6 1,871,724,555 59.6

賃貸事業収入 2,515,101,568 34.7 439,220,079 12.8 2,075,881,489 472.6

施設管理収入 2,304,760,000 31.8 2,647,000,000 77.3 △ 342,240,000 △ 12.9

その他の事業収入 191,019,296 2.6 52,936,230 1.5 138,083,066 260.8

２　営業費用 5,648,237,762 76.8 3,642,440,368 95.6 2,005,797,394 55.1

賃貸事業費 2,897,512,495 39.4 1,022,073,052 26.8 1,875,439,443 183.5

施設管理費 2,070,867,721 28.2 2,142,204,237 56.3 △ 71,336,516 △ 3.3

その他の事業費 167,616,326 2.3 50,970,085 1.3 116,646,241 228.9

一般管理費 512,241,220 7.0 427,192,994 11.2 85,048,226 19.9

３　営業損益 △ 637,356,898  △ 503,284,059 △ 134,072,839 26.6

４　営業外収益 2,963,521,397 40.9 765,888,767 22.4 2,197,632,630 286.9

受取利息 1,283,180,132 17.7 516,595,748 15.1 766,584,384 148.4

有価証券売却益 1,656,299,230 22.9 246,052,370 7.2 1,410,246,860 573.1

雑益 24,042,035 0.3 3,240,649 0.1 20,801,386 641.9

５　営業外費用 1,702,866,042 23.2 165,805,075 4.4 1,537,060,967 927.0

支払利息 291,633,247 4.0 2,367,123 0.1 289,266,124              -

有価証券売却損 719,147,546 9.8 130,709,033 3.4 588,438,513 450.2

有価証券評価損 420,992,460 5.7 6,917,669 0.2 414,074,791              -

為替差損 258,656,716 3.5 12,754,648 0.3 245,902,068              -

雑損 12,436,073 0.2 13,056,602 0.3 △ 620,529 △ 4.8

６　経常損益 623,298,457  96,799,633  526,498,824 543.9

７　特別損益 △ 736,650,524 △ 10.2 △ 478,655,289 △ 14.0 △ 257,995,235 53.9

投資有価証券売却益 0 0 136,724,711 4.0 △ 136,724,711       △ 100

固定資産除却損 12,136,017 △ 0.2 0 0 12,136,017              -

投資有価証券売却損 502,060,882 △ 6.9 0 0 502,060,882              -

債権償却損 222,453,625 △ 3.1 615,380,000 △ 18.0 △ 392,926,375 △ 63.9

８  税引前当期損失 113,352,067  381,855,656  △ 268,503,589 △ 70.3

９　法人税、住民税及び事業税 1,360,000  1,360,000  0              0 

１０　法人税等調整額 △ 85,994,815  0  △ 85,994,815              -

１１　当期損失 28,717,252  383,215,656  354,498,404 △ 92.5

前期繰越利益 3,193,082  6,408,738  △ 3,215,656 △ 50.2

過年度税効果調整額 △ 11,116,395,681  0  △ 11,116,395,681              -

4,286,236,129  0  4,286,236,129              -

7,474,836,271  0  7,474,836,271              -

当期未処分利益 619,152,549  △ 376,806,918  995,959,467 △ 264.3

税効果会計適用に伴う圧縮積立金
取崩額
税効果会計適用に伴う圧縮特別勘定積
立金取崩額



(別表２)　比　較　貸　借　対　照　表

　　　　　（単位：円）

平成１１年度 平成１０年度 増　（△）　減

　　　　科　　　　　　　目 金　　　額　 構成比 金　　　額　 構成比 金　　　額　 増減率

（Ａ） （％） （Ｂ） （％） （Ｃ） Ｃ/B×100

流動資産 9,776,921,275 18.9 8,139,728,510 19.8 1,637,192,765 20.1

現金・預金 982,764,077 1.9 2,444,905,476 6.0 △ 1,462,141,399 △ 59.8

未収金 354,759,419 0.7 384,546,371 0.9 △ 29,786,952 △ 7.7

有価証券 6,993,330,401 13.5 5,165,418,880 12.6 1,827,911,521 35.4

商品 5,595,593 0.0 0          0 5,595,593            -

前払費用 48,100,693 0.1 22,409,030 0.1 25,691,663 114.6

繰延税金資産 4,160,322 0.0 0          0 4,160,322            -

未収消費税等 1,109,437,970 2.1 0          0 1,109,437,970            -

その他流動資産 282,962,800 0.5 123,748,753 0.3 159,214,047 128.7

貸倒引当金 △ 4,190,000 △ 0.0 △ 1,300,000 △ 0.0 △ 2,890,000 222.3

固定資産 41,944,503,261 81.1 32,940,390,021 80.2 9,004,113,240 27.3

有形固定資産 35,904,134,748 69.4 23,305,324,116 56.7 12,598,810,632 54.1

建物 23,740,172,838 45.9 838,672,619 2.0 22,901,500,219            -

構築物 588,618,611 1.1 189,564,469 0.5 399,054,142 210.5

車輌 2,710,934 0.0 1,525,166 0.0 1,185,768 77.7

工具・器具・備品 235,319,237 0.5 19,155,734 0.0 216,163,503            -

土地 11,337,313,128 21.9 11,337,313,128 27.6 0            0

建設仮勘定 0          0 10,919,093,000 26.6 △ 10,919,093,000 △ 100.0

無形固定資産 7,208,665 0.0 1,737,800 0.0 5,470,865 314.8

ソフトウェア 5,470,865 0.0 0          0 5,470,865            -

電話加入権 1,737,800 0.0 1,737,800 0.0 0            0

投資等 6,033,159,848 11.7 9,633,328,105 23.5 △ 3,600,168,257 △ 37.4

投資有価証券 4,568,037,576 8.8 9,152,128,335 22.3 △ 4,584,090,759 △ 50.1

子会社株式 41,500,000 0.1 41,500,000 0.1 0            0

出資金 100,000,000 0.2 0          0 100,000,000            -

長期固定化債権 300,000,000 0.6 1,591,236,310 3.9 △ 1,291,236,310 △ 81.1

破産債権 858,168,514 1.7 0          0 858,168,514            -

長期前払費用 24,972,272 0.0 12,802,508 0.0 12,169,764 95.1

長期差入保証金 1,190,000,000 2.3 0          0 1,190,000,000            -

その他の投資等 108,650,000 0.2 108,650,000 0.3 0            0

貸倒引当金 △ 1,158,168,514 △ 2.2 △ 1,272,989,048 △ 3.1 114,820,534 △ 9.0

資産合計 51,721,424,536      100 41,080,118,531      100 10,641,306,005 25.9



　　　　　（単位：円）

平成１１年度 平成１０年度 増　（△）　減

　　　　科　　　　　　　目 金　　　額　 構成比 金　　　額　 構成比 金　　　額　 増減率

（Ａ） （％） （Ｂ） （％） （Ｃ） Ｃ/B×100

流動負債 1,040,360,782 2.0 860,801,703 2.1 179,559,079 20.9

未払金 478,054,721 0.9 415,096,327 1.0 62,958,394 15.2

短期借入金 120,000,000 0.2 0          0 120,000,000            -

未払費用 33,811,657 0.1 33,306,123 0.1 505,534 1.5

未払法人税等 1,360,000 0.0 1,360,000 0.0 0            0

未払消費税 0          0 5,537,900 0.0 △ 5,537,900 △ 100.0

前受金 218,372,859 0.4 160,322,651 0.4 58,050,208 36.2

預り金 4,342,400 0.0 5,367,780 0.0 △ 1,025,380 △ 19.1

前受収益 173,596,258 0.3 231,885,830 0.6 △ 58,289,572 △ 25.1

その他流動負債 10,822,887 0.0 7,925,092 0.0 2,897,795 36.6

固定負債 28,279,606,672 54.7 6,596,158,613 16.1 21,683,448,059 328.7

長期借入金 15,880,000,000 30.7 6,000,000,000 14.6 9,880,000,000 164.7

預り保証金 1,106,050,000 2.1 299,000,000 0.7 807,050,000 269.9

長期未払金 30,538,795 0.1 77,704,555 0.2 △ 47,165,760 △ 60.7

繰延税金負債 11,034,561,188 21.3 0          0 11,034,561,188            -

退職給与引当金 228,456,689 0.4 219,454,058 0.5 9,002,631 4.1

負債合計 29,319,967,454 56.7 7,456,960,316 18.2 21,863,007,138 293.2

資本金 1,200,000,000 2.3 1,200,000,000 2.9 0            0

法定準備金 300,000,000 0.6 300,000,000 0.7 0            0

利益準備金 300,000,000 0.6 300,000,000 0.7 0            0

剰余金 20,901,457,082 40.4 32,123,158,215 78.2 △ 11,221,701,133 △ 34.9

任意積立金 20,282,304,533 39.2 32,499,965,133 79.1 △ 12,217,660,600 △ 37.6

固定資産圧縮特別勘定積立金 10,322,392,946 20.0 22,899,891,275 55.7 △ 12,577,498,329 △ 54.9

土地圧縮積立金 5,919,087,987 11.4 5,102,662,058 12.4 816,425,929 16.0

配当準備積立金 928,823,600 1.8 1,005,411,800 2.4 △ 76,588,200 △ 7.6

別途積立金 3,112,000,000 6.0 3,492,000,000 8.5 △ 380,000,000 △ 10.9

当年度未処分利益剰余金 619,152,549 1.2 △ 376,806,918 △ 0.9 995,959,467 △ 264.3

（うち当期利益） (△28,717,003) △ 0.1 (△ 383,215,656) △ 0.9 354,498,653 △ 92.5

資本合計 22,401,457,082 43.3 33,623,158,215 81.8 △ 11,221,701,133 △ 33.4

　　　　　合　　　　計 51,721,424,536      100 41,080,118,531      100 10,641,306,005 25.9


